
和歌山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例  

 （趣旨） 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。次条において「法」という。）

第１７条第１項の規定に基づき、特別養護老人ホーム（都道府県が設置するものを除く。以下

同じ。）の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。  

 （定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法で使用する用語の例による。  

 （特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準）  

第３条 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準は、次条から第８条までに規定するも

ののほか、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号。

以下「省令」という。）の規定（省令第９条（第４２条、第５９条及び第６３条において準用

する場合を含む。）及び第１１条第４項第１号を除く。）による基準をもって、その基準とす

る。 

 （記録の整備） 

第４条 省令第９条（第４２条、第５９条及び第６３条において準用する場合を含む。）の規定

は、特別養護老人ホームが整備し、かつ、保存しなければならない記録について準用する。こ

の場合において、省令第９条第２項中「その完結の日から２年間」とあるのは、「当該処遇を

行った日から５年間」と読み替えるものとする。  

 （居室の基準） 

第５条 省令第１１条第４項第１号の規定は、特別養護老人ホームの居室の基準について準用す

る。この場合において、同号イただし書中「入所者へのサービスの提供上必要と認められる場

合は、２人」とあるのは、「地域の実情等を踏まえ市長が必要と認める場合は、２人以上４人

以下」と読み替えるものとする。  

 （人権擁護） 

第６条 特別養護老人ホームには、入所者の人権を擁護するため、人権擁護推進員を置かなけれ

ばならない。 

２ 特別養護老人ホームは、職員に対し、人権擁護に関する研修を実施しなければならない。  

 （災害対策推進員の配置） 

第７条 特別養護老人ホームには、非常災害対策を推進するため、災害対策推進員を置かなけれ

ばならない。 

 （安全管理対策推進員の配置） 

第８条 特別養護老人ホームには、入所者の安全管理対策を推進するため、安全管理対策推進員

を置かなければならない。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

  

 

 


